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まず始めに、2013年3月期を総括いたします。 
 

当期は、3ヵ年中期経営計画「153P」（2012
年2月3日発表）の初年度として成長戦略に舵を
きり、各施策に取り組んでまいりました。その
結果、業績は順調に推移し、売上高は過去最高､
当期純利益は前年同期と比較して140%の増益と
なり、2013年2月13日に上方修正しました2013
年3月期の通期業績計画を上回り着地いたしまし
た。 

 
ポイントとして、次の4点が挙げられます。 
 

一つ目に、直営店は取扱組数が前年同期比4.5%
増、また当期の平均単価は、2008年3月期以来5
期ぶりの400万円超えとなりました。 

 
二つ目に、海外・リゾートウェディング事業の
売上高は前年同期と比較して16%増となり、50
億円を超え、連結売上高に占める比率は約10%へ
拡大いたしました。リゾートウェディングでは
ハワイ･グアムの取扱組数が増加、またアジア婚
礼プロデュースもパーティの施行数が順調に拡
大しております。 

 
三つ目に、ホテル婚礼受託事業は､提携先が拡
大し、プロデュース型の売上高は前年同期と比
較して21%の増収となりました。 
 

四つ目に、有利子負債は、昨年末に連結子会社
化いたしました(株)ブライズワード及び同社取
得に伴う有利子負債を除くと、前期末と比較し
て約34億円減少し141億円となりました。 
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百万円 
百万円 
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（   百万円） 
（   百万円） 
（   百万円） 
（   百万円） 

52,804 
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+304 
+182 
+359 
+186 

通期業績計画及び実績について、ご説明い
たします。 
 

T&G直営店が好調に推移し、2013年2月13
日に発表いたしました通期業績計画を上回り
着地いたしました。 
 

詳細は下記のとおりです。 
（括弧内は、2/13発表 修正計画比） 
 
売上高 
営業利益 
経常利益 
当期純利益 
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連結損益計算書の概要をご説明いたしま
す。 
 

当期は、売上、利益ともに計画を上回り、
前年同期に対し増収増益となりました。 
 

売上高は過去最高の52,804百万円となり、
前年同期と比較して4,821百万円増、10.0%
増となりました。 
 

販管費は、引き続き成長投資を行う一方
で、コストの効率化を推進し、25,666百万
円（前年同期比+2,077百万円）となり、販
管費率は前年同期と比較して0.6pt低下しま
した。 
 

その結果、営業利益は2,832百万円（前年
同期比+620百万円、28.0%増）、経常利益は
2,459百万円（前年同期比+871百万円、
54.9%増）、当期純利益は1,086百万円（前
年同期比+633百万円、139.9%増）となりま
した。 
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当期における連結売上高の主な増加要因に
ついてご説明いたします。 
 

グラフは、2012年3月期から、2013年3月
期の売上高の増加要因と規模を示していま
す。 
 

大きな要因としては、次の3つが挙げられ
ます。 
 

一つ目は、直営店の件数及び単価アップに
よるものです。 
 

二つ目は、成長領域と位置付けている海
外・リゾートウェディング事業及びホテル提
携を中心としたプロデュース事業の伸長によ
るものです。 
 

三つ目は、昨年末の(株)ブライズワードの
連結子会社化に伴うものです。 
 

なお、当期の(株)ブライズワードの業績寄
与は2013年1月～3月に限定されますが、
2014年3月期は通年寄与となり、更なる押上
げ効果が期待されます。 



事業セグメント別の売上高及び売上構成比
の推移についてご説明いたします。 

 

中期経営計画「153P」では3つの成長戦略
を掲げ推進しております。 

 

一つ目は「直営店舗の強化」ですが、同事
業は連結売上高の約80%を占める主力事業で
あり、順調に増収を確保しております。 

 

二つ目は「海外戦略の加速」ですが、アジ
アの婚礼プロデュース及びリゾートウェディ
ングは取扱組数が増加し、連結売上高に対す
る海外比率が約10%まで拡大し、中期経営計
画最終年度の計画である海外売上高比率10%
超に向け、順調に進捗しております。 

 

三つ目は「ホテル婚礼受託事業の拡大」で
すが､ホテル提携数の拡大により､プロデュー
ス型の連結売上高比率は5.3%となりました。 

 

引き続き、直営店舗の強化を進めるととも
に、成長領域である「海外」及び「ホテル婚
礼受託」の事業拡大を図ります。 
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続きまして、国内ウェディング事業についてご説明
いたします。 
 
直営店において、当社は真のオリジナルウェディン
グを“One Heart Wedding”と掲げ追求することで差別
化戦略を推進しております。当期は、契約率の向上等
により取扱組数が前年同期と比較して4.5%増の
10,181件と過去最高となりました。また、挙式披露
宴単価は受注進捗が順調であったことや平均人数の増
加等により前年同期と比較して44千円増の4,019千円
となり、5期ぶりの400万円超えとなりました。 
 

その結果、売上高は40,965百万円（前年同期比
+1,908百万円）となり、4.9%の増収となりました。 
 
プロデュース型は、特にホテルの婚礼受託事業の拡
大に注力しております。当期は、主にホテルの受注組
数の拡大により、取扱組数は前年同期と比較して
21.5%増の978件となりました。平均単価はホテルの
取扱比率が高まったことにより、前年同期と比較して
26千円増の2,870千円となりました。 
 

その結果、売上高は2,792百万円（前年同期比+487
百万円）となり、21.2%の増収となりました。 
 

また、左記の表には含まれておりませんが、2012
年末に連結子会社化しました(株)ブライズワードの
1-3月期は、取扱組数287件、売上高981百万円とな
りました。T&Gの直営店と合計すると、取扱組数
10,468件、売上高41,947百万円となります。 
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続きまして、海外・リゾートウェディング
事業についてご説明いたします。 
 

リゾートウェディングは販売網拡大により
取扱組数が増加し、特に主力であるハワイが
好調に推移しました。なお、ハワイ「モアナ 
サーフライダー ウェスティンリゾート＆ス
パ」内に2010年3月にオープンした、自社
チャペル「ザ・モアナチャペル」は、ハワイ
における挙式件数が最多の実績を誇っており
ます。 
（リクルート社「ゼクシィ海外ウェディング
調査2012」調べ）  
 
アジア婚礼プロデュースは、ターゲットと
なるアッパー層に高いクオリティが認知され
紹介や、ザ・リッツ・カールトン上海-浦東
をはじめとする5つ星ホテルとの提携拡大に
より、売上高の増加に寄与しはじめておりま
す。 
 

これらにより、当期の海外･リゾートウェ
ディング事業の売上高は前年同期比15.9%増
となり、5,046百万円（前年同期比+691百万
円）となりました。なお、営業利益について
は、アジアにおける事業の拡大に向けた先行
投資を実施した結果、258百万円（前年同期
比-117百万円、31.2%減）となりました。 
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売上総利益及び営業利益に係る項目についてご
説明いたします。 
 

売上総利益は、売上高増加により、前年同期と
比較して2,697百万円増加し、28,499百万円とな
りました。なお、利益率の改善については、利
益率の高い(株)ブライズワード及びリゾート
ウェディングの売上増によるものです。 
 

当期は、3ヵ年中期経営計画「153P」を達成す
るための人材やハード・ソフトの強み創りと
いった事業基盤投資や、新規出店、新規提携及
び海外戦略の強化などの成長投資を行っており
ます。一方で、エリア制導入に伴うきめ細かい
広告戦略の実施やWEB戦略の強化による広告宣
伝費の低減、そして不動産の契約見直しによる
地代家賃等の削減など、コストの効率化を進め
ました。 
 
その結果、販管費は25,666百万円（前年同期比
+2,077百万円）となり、販管費率は前年同期と
比較して0.6pt（49.2%→48.6%）低下しました。
なお、(株)ブライズワードを除くと、販管費は
24,767百万円となり、前年同期と比較して1.1pt
低下しております。 
 

これらにより、営業利益は2,832百万円（前年
同期比+620百万円）となり、28.0%の増益となり
ました。 
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経常利益及び当期純利益に係る項目につい
てご説明いたします。 
 

営業外損益の内訳となりますが、有利子負
債の削減、金利の低減により支払利息が前年
同期と比較して109百万円減少（前年同期比
22%減）しました。 
 

経常利益は前年同期と比較して54.9%増の
2,459百万円（前年同期比+871百万円）とな
りました。 
 

また、当期純利益は前年同期と比較して
139.9%増の1,086百万円（前年同期比+633百
万円）となりました。 
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連結貸借対照表の資産の部の解説です。  

 

当期末における総資産は前期末と比較して
3,120百万円増加し、46,510百万円となりま
した。   

 

主な増減要因は次の3つとなります。 

 

一つ目は、(株)ブライズワードの連結子会
社化等により有形固定資産が3,711百万円増
加しました。 

 

二つ目は、新システムのソフトウェア並び
に(株)ブライズワード連結子会社化によるの
れん等で無形固定資産が1,634百万円増加し
ました。 

 

三つ目は、リース物件買取及びリース料と
保証金の相殺等により投資その他資産が
2,057百万円減少しました。 



連結貸借対照表の負債・純資産の部の解説
です。 
 
有利子負債残高は前期末と比較し246百万
円増の178億円となりました。なお、(株) 
ブライズワード関連有利子負債を除く残高
は、前期末と比較し34億円減少の141億円と
なりました。 
 
今後も、有利子負債残高の削減を推し進め
てまいります。 
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連結キャッシュ・フロー計算書についてご
説明いたします。 
 

営業活動の結果得られた資金は3,870百万
円、投資活動の結果使用した資金は2,197百
万円、財務活動の結果使用した資金は､2,377
百万円となりました。 
 

投資活動の結果使用した資金の主な内訳
は、(株)ブライズワード等の株式の取得973
百万円、直営店強化のための施設の取得699
百万円、新システム導入に伴うソフトウェア
の取得339百万円等であります。 
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2013年3月期末の剰余金の配当についてご
説明いたします。 

 

当社グループは、企業の継続的な成長を実
現するための投資を行いつつ、株主の皆様へ
の利益還元を適正かつ安定的に行うことを基
本方針に掲げております。 

 

期末配当につきましては、上記の基本方針
並びに当期の業績を勘案し、１株当たり120 

円とさせていただく予定でおります。 
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3ヵ年中期経営計画「153P」はすでに公表
しているとおりですが、最終年度の目標数値
について、改めてご説明いたします。 
 

最終年度である2015年3月期において、 
売上高600億円、営業利益は48億円（営業利
益率8%）、当期純利益25億円の達成を目指
しております。 
 

初年度は前述のとおり、期初計画を上回り
着地し、153P達成に向け順調に進捗してお
ります。 
 
 

※153P： 創業『15』年目からの 
    『3』ヵ年中期経営計画（『P』lan） 
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2014年3月期の位置づけをご説明いたしま
す。 
 

2014年3月期は3ヵ年の中期経営計画2年目
として､この153P達成を確固たるものとする
1年と位置付けております。 
 

2013年3月期においては、(株)ブライズ
ワードの連結子会社化等により、期初計画を
上回る進捗となり、いよいよ153P達成が見
えてきております。 
 

また、海外戦略にも積極的投資を行い、上
海に続き、深圳・香港・台湾への展開を開始
いたします。これにより、2016年3月期から
の次期（第2次）中期経営計画「グローバル
展開期」に向けた布石を着実にうってまいり
ます。 
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2014年3月期重点施策についてご説明いたしま
す。 
 

直営店舗の強化として、引き続き既存店の業績
を確実に伸長させるため、様々な強化施策を展
開いたします。また、2012年12月に連結子会社
化した(株)ブライズワードが通年寄与するとと
もに、シナジー効果を生み出してまいります。
加えて、来期に向けた新店準備を万全に行いま
す。 
 

ホテル婚礼受託事業においては、前期に提携を
開始した2つのホテルが通年寄与いたします。引
き続き提携数の拡大を推進してまいります。 
 

海外戦略では、アジア婚礼プロデュースにおい
て、上海に続き、深圳、香港、台湾、ASEANへ
の展開を進めてまいります。 
 

海外・リゾートウェディングにおいては、新た
な拠点として、シェラトン・ワイキキ・ホテル
内にチャペルをオープンいたします。既に受注
活動は開始しておりますが順調に推移してお
り、約7か月の業績寄与※を想定しております。 
 
※グループ会社である(株)グッドラック・コーポ
レーションが1月-12月期決算のため。 
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前述の重点施策の詳細について、ご説明い
たします。まずは、海外戦略についてです。 
 

アジアの婚礼プロデュースは現在上海を中
心に展開しております。T&Gがプロデュース
する挙式披露宴の多くは著名なホテルを会場
としており、T&Gのクオリティの高さが評価
され、現時点で5軒の5つ星ホテルと提携し
ております。今後も引き続き5つ星ホテルと
の提携拡大を進めるとともに、ウェディング
リサーチセンターとの連携を図り、クオリ
ティ向上を推し進めてまいります。 
 

今後これらをベースに、上海に続き深圳、
香港、台湾、ASEANに現地法人の設立及びサ
ロンの設置を行い、アジアでの展開エリアを
拡大してまいります。 

また、海外・リゾートウェディングへの送
客を本格的に開始いたします。 

 

この2つの展開を軸に、海外事業の拡大を
推進してまいります。 
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次に、ホテル婚礼受託事業の拡大につい
て、ご説明いたします。 

 

2013年3月期は「ノボテル甲子園」（兵庫
県西宮市）、「ザ クラウンパレス新阪急高
知（旧高知新阪急ホテル）」（高知県高知
市）との提携を開始し、着実に提携ホテル数
を拡大してまいりました。 

 

また、ホテルに提供する機能においても、
婚礼支援ノウハウから、広がりをみせており
ます。具体的には、当社グループ会社や 、

(株)ブライズワードの連結子会社化によるホ
テル運営全般や内製化商品といった、婚礼周
辺領域での支援の提供を可能としておりま
す。こうした当社のグループシナジーを提供
することで、提携ホテルのメリットはより拡
大すると考えております。 

 
業界においても当社の提携実績は注目され
てきており、メディアでも多く取り上げられ
るようになってきております。今後も積極的
に提携ホテル数を増やし、婚礼受託事業の拡
大を推進してまいります。 
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最後に、直営店舗の強化について、ご説明
いたします。 
 

前期よりエリア制を導入し、エリア特性に
応じたきめ細かい施策展開により、一定の成
果があがってきております。この効果を拡大
するため、事業部へと機能強化いたしました。 
 

エリア毎に業績拡大の伸び代がある店舗に
対しては、戦略的にリニューアルの重点投資
を実施するなど、エリア事業部の裁量を高め、
きめ細かい迅速な対応を図ってまいります。
（2014年3月期においては、7～8店舗を計
画） 
 

また、企業体質の強化に取り組んでまいり
ます。新システムを本格導入し、お客様への
付加価値の提供を強化いたします。また、ス
ケールメリットやグループシナジー効果を最
大化し、原価やコスト構造の見直しに着手す
ることで、直営店舗全体の収益性向上を実現
してまいります。 
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以上のことを踏まえ、2014年3月期の連結
通期業績計画は下記のとおりとなります。 
 

売上高 58,000百万円 
       （前年比 +5,195百万円） 

営業利益 3,400百万円 
       （前年比   +567百万円） 

経常利益 3,000百万円 
       （前年比   +540百万円） 

当期純利益 1,500百万円 
       （前年比   +413百万円） 

 
売上高は10%の増収、利益につきましては、
新店の開業準備や海外戦略の加速に伴う先行
投資を行いますが、営業利益、経常利益、当
期純利益はそれぞれ20%、22%、38%の増益計
画といたします。 
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次に、国内ウェディング事業の主要指標の
計画です。 

 

直営店の取扱組数は（株）ブライズワード
も含め、前年より1,032組増の11,500組を計
画しております。 

 

また、挙式披露宴単価は（株）ブライズ
ワードの実績が通年寄与することを鑑み、
3,950千円としております。なお、T&Gの直
営店のみの平均単価は前年並みとしておりま
す。 
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2014年3月期の配当予想についてご説明さ
せていただきます。 

 

適正かつ安定的に利益配分を行う基本方針
に則り、中長期的な成長を実現するための投
資の必要性等を総合的に勘案し、2013年3月
期と同水準となる1株当たり120円の年間配
当金を予定しております。 
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株式分割及び単元株制度の採用についてご
説明いたします。 
 

全国証券取引所が定める「売買単位の集約
に向けた行動計画」（2007年11月27日公
表）に基づき、単元株制度を採用し、2013
年10月1日より、売買単位（単元株式数）を
100株へ変更いたします。 
 

また、単元株制度の導入に伴い、株式1株
につき10株の割合をもって分割する株式分
割を実施いたします。 
 

株式分割の理由としましては、東京証券取
引所の有価証券上場規程第445条において、
望ましい投資単位の水準が5万円以上50万未
満と定められているためであります。 
 

なお、上記については、2013年6月27日開
催予定の定時株主総会において承認されるこ
とが前提となります。 
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自己株式の取得についてご説明いたしま
す。 

 

経営環境の変化に応じた機動的な資本政策
を行うため、自己株式の買取を実施いたしま
す。 

 

取得し得る株式の総数は、発行済株式数の
0.9%となる12,000株（上限）、株式価格に
して総額2億円（上限）とします。 
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